
～気候変動問題への対応～
～日本のエネルギー需給構造の抱える課題の克服～
～第六次エネルギー基本計画の構造と2050年目標と2030年度目標の関係～

（１）福島復興はエネルギー政策を進める上での原点
（２）今後の福島復興への取組

１．東京電力福島第一原子力発電所事故後10年の歩み

（１）脱炭素化に向けた世界的潮流
（２）気候変動問題以外のエネルギーに関係する情勢変化

２．第五次エネルギー基本計画策定時からの情勢の変化

（１）あらゆる前提としての安全性の確保
（２）エネルギーの安定供給の確保と強靭化
（３）気候変動や周辺環境との調和など環境適合性の確保
（４）エネルギー全体の経済効率性の確保

はじめに

３．エネルギー政策の基本的視点(S+3E)の確認

６．2050年カーボンニュートラルの実現に向けた産業・
競争・イノベーション政策と一体となった戦略的な技術開
発・社会実装等の推進

（１）エネルギーに関する国民各層の理解の増進
（２）政策立案プロセスの透明化と双方向的なコミュニケーションの充実
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（１）2050年カーボンニュートラル時代のエネルギー需給構造
（２）複数シナリオの重要性
（３）電力部門に求められる取組
（４）産業・業務・家庭・運輸部門に求められる取組

４．2050年カーボンニュートラル実現に向けた課題と対応

（５）再生可能エネルギーの主力電源への取組
（６）原子力政策の再構築
（７）火力発電の今後の在り方
（８）水素社会実現に向けた取組の抜本強化
（９）エネルギー安定供給とカーボンニュートラル時代を見据えたエネルギー・鉱物

資源確保の推進
（１０）化石燃料の供給体制の今後の在り方
（１１）エネルギーシステム改革の更なる推進
（１２）国際協調と国際競争
（１３）2030年度におけるエネルギー需給の見通し

５．2050年を見据えた2030年に向けた政策対応

７．国民各層とのコミュニケーションの充実

＜「グリーン成長戦略」における成長が期待される１４分野＞
①洋上風力・次世代型太陽光・地熱産業
②水素・燃料アンモニア産業
③自動車・蓄電池産業
④カーボンリサイクルに係る産業・マテリアル産業
⑤住宅建築物産業・次世代電力マネジメント産業
⑥次世代熱エネルギー産業
⑦原子力産業
⑧半導体・情報通信産業
⑨船舶産業
⑩物流・人流・土木インフラ産業
⑪食料・農林水産業
⑫航空機産業
⑬資源循環関連産業
⑭ライフスタイル関連産業

＜カーボンプライシング＞（１）現時点での技術を前提としたそれぞれのエネルギー源の位置づけ
（２）2030年に向けたエネルギー政策の基本的考え方
（３）需要サイドの徹底した省エネルギーと供給サイドの脱炭素化を踏まえた電化・

水素化等による非化石エネルギーの導入拡大
（４）蓄電池等の分散型エネルギーリソースの有効活用など二次エネルギー構造の高

度化
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